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1. 海外で新たに勃興する地域通貨
　日本では1999年5月にNHK BS-2で放送された「エンデの遺言」（その後NHK出版より単行本が刊行）をきっかけとして2003年頃まで地域通貨ブームが続いたものの、その後ブームが終わって運動が下火になった観がある。当時は日本国内で数百もの実践例が生まれたが、そのうちかなりの実例が中止したか、中止にまでは至らなくてもほぼ休止状態になってしまっている。
　しかし、世界的に見るとこれはあくまでも日本国内のみの現象であり、世界的に見るとここ数年興味深い事例がいくつか出ている。これらの事例はほぼ全てが、日本で地域通貨の研究が盛んだった当時（2001年まで）には生まれていないか十分に成長していない事例であったため、日本国内で刊行されている地域通貨関連の文献ではほとんど紹介されていないが、世界レベルで地域通貨を語る上では今や欠かせない存在となっている。以下、そのうちいくつかを紹介したい。

· キームガウアー（Chiemgauer、ドイツ・バイエルン州、2003年発足）

　ドイツ南東部バイエルン州の保養地プリーン・アム・キームゼー(Prien am Chiemsee)を中心として、その周辺地域で流通している地方通貨（名称については後述）である。この町にある、シュタイナー学校（ヴァルドルフ学校）という形式の私立学校で社会科を担当していたクリスティアン・ゲレリ（Christian Gelleri）とその生徒たちにより、同地域の経済活性化およびNPO活動支援を目的として発足した。2009年11月現在では約44万キームガウアー（1キームガウアーは1ユーロと等価、約5900万円）が流通しており、発足以来流通額を順調に伸ばしている。キームガウアーの流通は、具体的には以下の方法で行われている。

画像1: キームガウアー紙幣(2009年版)
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出典: http://www.chiemgauer.info/
a) キームガウアーに参加したNPOが、100キームガウアーを97ユーロで仕入れる。

b) 地域住民がそのNPOを訪れ、ユーロをキームガウアーに交換（100ユーロ>100キームガウアー）。差額の3ユーロはNPOのものとなる。なお、実際にはNPOを訪れなくても、指定された両替所で両替することにより、同様の効果が発生。
c) 地域住民はこのキームガウアーを使って、地元商店で買い物（1キームガウアー=1ユーロ）。

d) 地元商店はこのキーウガウアーを使って別の地元商店やその他地元企業（チーズ工場、農家など）で買い物を行うか、このキームガウアーをユーロに再両替。再両替の場合には5%の手数料が徴収されるため（100キームガウアー>95ユーロ）、地元商店としてはなるだけキームガウアーを再両替せず、別の商店で使おうとするため、必然的に地元企業との取引が増える。

e) キームガウアー事務局は、100キームガウアーを97ユーロでNPOに販売して95ユーロで地元企業から引き取り、差額の2ユーロで運営経費（印刷費など事務経費）を支弁。

　キームガウアーを利用するメリットは、以下の通りである。

· NPO: キームガウアーを販売することにより、収入増。

· 消費者: 自分が支援するNPOに自分が支出したキームガウアーのうち3%が入るため、実質上自分の懐を痛めることなくNPOの支援が可能。

· 地元商店・企業: 5%の手数料の負担は必要だが、地元への貢献を考える消費者を引き付けることができ、売上増につながる。
　また、このキームガウアーでは、シルビオ・ゲゼルが提唱した「減価する貨幣」が実践されている。具体的にはキームガウアー紙幣の額面に対し、3カ月ごとに2%（たとえば10キームガウアー紙幣であれば20ユーロセント）の値段のスタンプを指定された場所に貼らなければならないわけだが、これにより紙幣の滞留を防止し、紙幣が絶えず循環して地域経済の活性化を促すわけである。

　　現在ドイツやその周辺国では、このキームガウアーの他にもREGIO
（地方通貨）と呼ばれる実践例が広がっており、2009年11月現在で28の実践例が動いている。地方通貨という名称が使われているのは、地域（local）が数千人程度の人口の範囲（村や、都市であれば一地区）を指すのに対し、より広範な地方経済圏（人口数万人～百万人程度の範囲）で流通対象地域とすることで企業活動における利便性を高め、地域経済を実際に活性化するための道具として使われるようにするためである。
· パルマス銀行（Banco Palmas、ブラジル・フォルタレザ市、1998年発足）

　　他にも目ぼしい地域通貨の事例が1998年よりブラジル北東部セアラ州のフォルタレザ市で運営されており、地域通貨建てでマイクロクレジットを提供することにより地域経済の活性化を促している。この地域通貨が使われているパルメイラス地区は1973年に結成されたスラム街で3万2000名が住んでおり、悲惨な生活状況を改善する目的で1981年に住民組織ASMOCONP (Associação dos Moradores do Conjunto Palmeira、パルメイラ地区住民協会)が発足し、上下水道サービスや電力サービス等を獲得してきた。このような開発にもかかわらず地域には貧困が蔓延していたことから、ASMOCONPは1998年1月に住民の生活水準向上のためにパルマス銀行を設立し、1000名以上に雇用を生み出している。2009年同様のシステムがブラジル全国に38か所あり、ブラジルでは2010年末までに同様の事例を1000件創設し、200万人に融資を行う予定である。
画像2: 5パルマス紙幣
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画像3: パルマカード（クレジットカード）
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　　現在のところパルマス銀行では、ブラジルの法定通貨であるレアル建ての融資のみならず、パルマと呼ばれる地域通貨建てでの融資も行っている。1パルマ=1レアルとされており、バーコードやシリアルナンバーなどの措置により偽造紙幣の流通を防止しており、生産者や商店主は外部との取引の都合上パルマからレアルへの両替が認められており、相当額のレアルがパルマス銀行内で担保として保存されている。パルマス銀行では以下のサービスを通常の銀行よりも低利で提供しており、起業家向けの研修も実施している。
· 生産者や地域商店等向けマイクロクレジット: 最大1000レアル（約580ドル）、月利0.5～3%

· クレジットカード「パルマカード」: 最大100レアル（約58ドル）、地域内商店でのみ利用可能で利用手数料なし
· 女性向けマイクロクレジット: 貧困層女性向けに融資を実施
· パルマカーザ: 自宅の修繕費を賄う融資サービス
　　商店の中にはパルマで購入した場合に割引を行うことで、住民による地域通貨の使用を推進しているところもある。

　　最近フランスで、パルマス銀行に対する注目が高まっている。2009年10月に、パルマス銀行の創設者であるジョアキン・デ・メロ(Joaquim de Melo)の自叙伝
がフランスで出版されたが、この出版を記念してメロがフランスを訪れ、パリのブラジル大使館で出版記念パーティが開かれたり、フランス元老院（日本の参議院に相当）でメロによる講演が行われたりするなど、フランス各地でこの実例が紹介されており、フランスのみならず世界各地にパルマス銀行型の実践例を紹介してゆく方向で計画が進んでいる。
· ハンバンLETS
（한밭레츠、韓国・大田市、1999年発足・2000年実施）
　　また、日本のお隣の韓国にも目ぼしい実践例が存在する。 アジェンダ21の一環として、韓国は大田（テジョン）市で2000年に活動を開始したハンバンLETSが挙げられる。このLETSは日本のLETS同様、相互信用に基づいて地域通貨を発行する方式を採用しているが、このLETSが母体となって韓方（中国の漢方とは違うので要注意）のクリニックを運営しており、そこでは韓国ウォンのかわりにドゥルというLETSのポイントで医療費を支払うことが可能で、これによりウォンの収入が限られている人でも医療サービスを受けることが可能となっている。また、手芸や音楽、外国語やITなどさまざまな教室を開いたり、運動会やディナーパーティなどを開催したりしており、このような機会を通じて地域通貨建てでの取引が行われている。2008年はドゥル建てで約9600万ドゥル（約735万円）の、そして韓国ウォン建ての部分も含めると約1億8120万ウォン（約1390万円）の取引を実現している。
　　ハンバンLETSのみならず、韓国の地域通貨運動で特徴的なのは、日本語の「もやい」に相当する「プマシ」（품앗이）が”LETS”の訳語として使われていることがあるという点であり、実際ソウル近郊の果川（クヮチョン）市にあるLETSは「果川プマシ」という名称である。同国でも日本同様、戦後の経済発展の時期に農村から若者が数多く都市に流入したが、その関係もあって韓国人でもかなりの割合で昔ながらのプマシの風習をよく記憶しており、このプマシの現代版として地域通貨運動を理解しているのである。
　これに加え、オランダに本拠を置くNGO「ストロ
」（STRO）が、中米ホンジュラスにおいて、バイオディーゼルを担保とした地域通貨を流通させている「ゴタ・ベルデ
」（Gota Verde、スペイン語で「緑の水滴」の意味）や、南米ウルグアイで中小企業に対して地域通貨建てで融資を行うことで企業経営を助ける「C3ウルグアイ
」など中南米各地でさまざまな実験例を展開しており、今後の動向が注目される。
2. 日本で地域通貨が衰退した理由

　上記のように諸外国では地域通貨が盛んになっているのに対し、こと日本では運動が尻すぼみになってしまった理由としては、以下のものが挙げられる。
a) 全国はおろか地方レベルでも地域通貨団体同士のネットワークが生まれず、各地のノウハウが共有されなかった
　欧米諸国では地域通貨の実践者同士でネットワークが構成されており、メーリングリストや年次総会などを通じて交流が行われているが、日本ではそのような動きが生まれず、地域通貨実践者同士によるノウハウの共有が行われなかったことが、成長にとっての足かせの一つとなっている。

　この要因としてはいくつか考えられるが、そのうちの一つが、各地域の自主性の過度な尊重が挙げられると思う。確かに地域通貨は中央集権的に管理すべきものではなく、各地域の事情に合わせて柔軟な運用を行うべきものであるが、これは必ずしも各事例の孤立を推奨するものではない。むしろ地域づくりという同じ目的を共有する仲間として、お互いの事例について知った上で学ぶべき点はきちんと学ぶ姿勢が重要である点は言うまでもないが、日本の地域通貨においてはこのような動きは見られず、事例間での交流は今日まで非常に限定的なものにとどまっている。

　また、このような傾向の背景には、「ウチ」と「ソト」を区別する日本文化が影響している可能性がある。これにより地域通貨は「内輪通貨」と解されてしまい、結果的に他地域の人＝「ソト」との関係がシャットアウトされてしまっている。もともと日本の地域社会はあまり他者に対してオープンなものではなかったが、そのような閉鎖性を強化する道具として地域通貨が把握されてしまったことの負の影響は少なくないものと思われる。
b) 日本国外の地域通貨の情報が2000年現在のものしかなく、その後世界各地で生まれた前述の事例について全く知られていない
　1.の事例が成功例として紹介され始めたのが、日本での地域通貨ブームが収束後であったことから、日本ではこれらの事例に対する理解が深まらず、これら成功例への日本への導入が進まなかったことも大きな要因として挙げられる。また、これらの事例に関する情報がほぼ現地語（ドイツ語、ポルトガル語、韓国語）しかないことも、これら新しい事例の日本における理解を妨げる原因となっている。
c) 通常日本円で取引される生活必需品を地域通貨での取引対象から外したことから、商店や地元企業にとって地域通貨を使用する経済的動機が失われてしまった

　また、他の国に見られない日本独特の現象として、地域通貨のボランティア通貨化や、地域通貨を受け取った商店による強制換金措置が挙げられる。
　地域通貨のボランティア通貨化とは、地域通貨をあくまでもボランティア活動の対価としてのみ使う一方で、「エコマネー」を提唱した加藤敏春が、その著書の中で米や野菜などの生活消費財をはじめとして日本円で入手可能な商品やサービスの購入への使用を見送るよう強く主張したことから、実体経済では使えない代物に地域通貨が成り下がってしまった現象を指す。

　日本で地域通貨ブームが起きた時期にはボランティア活動の推進のみが強調されたことから、行政が資金を出して地域通貨発行団体を創設し、地域通貨発行団体はその資金をもとに地域通貨をボランティアに対して発行し、ボランティアはこの地域通貨を使って地元商店で買い物を行い、商店はすぐにこの地域通貨を発行団体に持っていって日本円に換金する、という流れが生まれたものの、たとえば八百屋から地元の農家に、また肉屋から隣の床屋にという流通は発生せず、このため地域通貨による経済効果は発行額以下にしかならなかった。前述したキームガウアーではこのような流通効果を最大限にすべく手数料を徴収したり、ユーロからキームガウアーに換金されてから、キームガウアーからユーロに再交換が行われるまでの流通回数を統計的手法によって計算し、その経済効果を明らかにしたりしているが、そのような努力は日本では見られない。

3. 成功する地域通貨のカギ
　このような現状ではあるが、世界各国における地域通貨の実例から学び、日本でも成功例を増やしてゆくには、それに見合った戦略の立案が欠かせない。そのため、現在の日本の状況を見据えた上で、日本の社会問題に具体的に対処できるような地域通貨の立案や導入が急務とされていると言えるだろう。
　2009年末現在の日本では、貧困が大きな問題になっている。ホームレスに代表される低所得者層の存在はその代表例だが、それ以外にも資金繰りに苦しむ中小企業や財政難に喘ぐ地方自治体も、同様の問題を抱えていると言ってかまわないだろう。ただ、アルゼンチンで一時期は600万人（人口の1/6）が地域通貨を利用して生活をやり繰りしていたのが経済危機の時期であったことを考えると、このように日本社会全体が貧窮化に苦しんでいる現在こそ、地域通貨の導入には逆に好都合な時期であると言うことができる。
a) 地域通貨の流通範囲の広域化

　日本の地域通貨では、市町村あるいはその一部を地域通貨の流通範囲とするものが大半であるが、地元企業の活動範囲として考えると非常に狭い。たとえば建設会社の場合、その会社が立地している市町村だけで業務が完結することは稀であり、大抵の場合には広域圏（人口数十万人～100万人程度）各地で活動を行っていることを考えると、それら広域圏で幅広く流通するような地域通貨の創設が望まれるし、実際キームガウアーなどドイツのREGIO（地方通貨）は、そのようなものとして構想されている。このため日本の地域通貨でも、たとえば東京・三多摩地域、福井県嶺南地方、福島県浜通りなどの範囲での流通を考えるべきではないだろうか。

b) 地域の遊休資源の最大活用、地域通貨利用者の「プロシューマー」化
　また、地域通貨を利用して地域の遊休資源（資材のみならず技術や知識なども）を最大活用し、新規雇用や収入源の創出につなげる方策も必要である。具体的には、地域通貨参加者が保有している遊休資源や技能などを見つけ出し、これらを活用することで新規事業を立ち上げるというものであるが、これを通じて地域通貨利用者を単なる消費者ではなく、「プロシューマー」
化し、彼らに副収入や雇用を得る機会を与えることも目的となっている。

　経済危機の時期にアルゼンチンで開発された「経済的識字教育」というプログラムでは、30人前後の参加者を集めて以下のようなゲームが行われた。まず、参加者が自己紹介する際に、それまでの職歴（昔は左官だった、など）に加え、自分が得意な技能（たとえば魚をさばくのが上手、柔道有段者、中学生への数学指導など）や眠っている遊休資源（たとえば誰も使わなくなったバイク、休耕田、空き家など）を紹介し、それを必要としている人がいればその場で手を挙げさせることで自分を必要としている人がいることを認識させる。また、逆に各人が必要としている商品や技能などについても紹介し、それが提供可能な人がいればその人に手を挙げさせる。このような自己紹介をひととおり終えた後で6人程度の小グループを作らせ、各人が持っている技術や遊休資源などを組み合わせることで何か起業できないか検討させる、というものである。もちろんこのプログラムに1回参加した程度で簡単に起業が行えるわけではないが、このような研修を繰り返し受けさせることで地域通貨の参加者同士の人間関係を強化したり、実際の起業につなげたりすることが可能になるが、日本で地域通貨を運営する際にこのようなプログラムを重要視することが今後は欠かせないだろう。
c) 具体的な担保を取った上で、複数回流通を前提とした地域通貨の発行

　さらに、地域通貨の利便性を高め、地域経済できちんと流通するものとしてゆくには、具体的に何かを担保とした上で、それを何度も流通させてゆくことが望ましい。現在のところ日本の金融庁は、地域通貨を発行した際にはそれと同額の日本円を金融庁管轄の金融機関（都市銀行、地方銀行、信用組合など）に預けることを要求しているが
、それ以外の商品（たとえばコメや醤油など日持ちする食料品）を担保として地域通貨を発行することができれば、地域通貨の流通量がさらに増えることになる。
d) 行政も金銭面で得をするような地域通貨の運営

　地方自治体はどこも財政難に苦しんでいるが、このような地方自治体を財政面で助けるような地域通貨の構想も有効であろう。

　一例として考えられるのが、キームガウアー型の地域通貨を日本で導入する際に、NPOのかわりに住民が住む都道府県や市町村を3%の寄付先に指定することで、実質上地方税の納入手段として地域通貨を使うという手法である。この3%を住民税など地方税の納入とみなすことができれば、住民としては地域通貨で納入したぶんだけ地方税を節約できるようになり、当然のことながら地域通貨を使う動機が高まる上、地域通貨の流通量が増えたぶんだけ地元企業との取引が増え、経済活動が盛んになる。さらに、3%の寄付先に関心を寄せない人（特に観光客など地域外からの来訪者）が日本円から地域通貨に交換した場合、その寄付先を地元自治体に指定することができれば、自動的に地域通貨交換額の3%がその自治体の懐に入ることになる。
　この他、b)で紹介した「経済的識字教育」に都道府県や市町村の財務担当者も参加させることで、自治体が保有している遊休施設などを活用した副収入源を見出し、財政赤字の削減につなげることも可能となる。もちろん実施のためにはそのための法令整備が欠かせないが、そのような柔軟な発想を持つことが、地域通貨の成功には欠かせないと言えるだろう。
� � HYPERLINK "http://www.chiemgauer.info/" �http://www.chiemgauer.info/�（ドイツ語のみ）


英語論文: � HYPERLINK "http://www.uea.ac.uk/env/ijccr/pdfs/IJCCRvol13(2009)pp61-75Gelleri.pdf" �http://www.uea.ac.uk/env/ijccr/pdfs/IJCCRvol13(2009)pp61-75Gelleri.pdf�


� � HYPERLINK "http://www.regiogeld.de/" �http://www.regiogeld.de/�（ドイツ語のみ）


� � HYPERLINK "http://www.bancopalmas.org.br/" �http://www.bancopalmas.org.br/�（ポルトガル語のみ）


フランス語情報サイト: � HYPERLINK "http://www.banquepalmas.fr/" �http://www.banquepalmas.fr/�


英語文献: � HYPERLINK "http://www.banquepalmas.fr/IMG/pdf/Community_Banks_-_Microcredit_The_Case_of_Brazil_.pdf" �http://www.banquepalmas.fr/IMG/pdf/Community_Banks_-_Microcredit_The_Case_of_Brazil_.pdf�


� Melo Joaquim, “Viva Favela!”, Michel Lafon, Paris, 2009.


� � HYPERLINK "http://www.tjlets.or.kr/" �http://www.tjlets.or.kr/�（韓国語のみ） 


ハンバンLETSについては、筆者が日本語資料をいくつか持っているため、� HYPERLINK "mailto:希望される方はmig@olccjp.net" �希望される方はmig@olccjp.net�までご連絡いただきたい。


� � HYPERLINK "http://www.socialtrade.org/" �http://www.socialtrade.org/�（英語、スペイン語など） 


� � HYPERLINK "http://www.gotaverde.org/" �http://www.gotaverde.org/�（スペイン語）


� � HYPERLINK "http://www.c3uruguay.com.uy/" �http://www.c3uruguay.com.uy/�（スペイン語） 


� 「第3の波」で未来学者アルビン・トフラーが提唱した表現で、生産者（プロデューサー）かつ消費者（コンシューマー）である個人を指す概念。トフラーは脱工業化により自宅兼オフィスで働くホワイトカラー労働者の増加を予測したが、アルゼンチンでは皮肉なことにもブルーカラーとしての職を失った人たちが地域通貨を通じて取引を行うプロシューマーになっていた。


� 大阪府寝屋川市の地域通貨「げんき」での聞き取り調査による。





